
 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

道路、河川、水路、堤とう敷その他市有地と民有地との境界査定に係る手数

料を廃止し、及び租税特別措置法施行令の一部改正に伴い、所要の整備を行う

ため、この条例を制定するものである。 

 

 

議案第  号 

 

川崎市区民会議条例を廃止する条例の制定について 

 

川崎市区民会議条例を廃止する条例を次のとおり制定する。 

 

令和元年 ６ 月１０日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

 川崎市区民会議条例を廃止する条例 

 川崎市区民会議条例（平成１８年川崎市条例第１１号）は、廃止する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （川崎市附属機関設置条例の一部改正） 

２ 川崎市附属機関設置条例（平成２７年川崎市条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表第１川崎市川崎区市民提案型協働事業審査委員会の項を次のように改

める。 

川崎市川崎

区市民提案

型協働事業

審査委員会 

川崎区の課題の解決に資す

る事業を提案する団体と当

該区が協働して実施する事

業の選定及び評価に関して

調査審議すること。 

５人

以内 

⑴ 学識経験者 

⑵ 市職員 

２年 

  別表第１川崎市中原区市民提案型協働事業審査委員会の項を次のように改

議案第７９号



める。 

川崎市中原

区市民提案

型協働事業

審査委員会 

中原区の課題の解決に資す

る事業を提案する団体と当

該区が協働して実施する事

業の選定及び評価に関して

調査審議すること。 

５人

以内 

⑴ 学識経験者 

⑵ 関係団体の

役職員 

⑶ 市職員 

２年 

   別表第１川崎市麻生区市民提案型協働事業審査委員会の項を次のように改

める。 

川崎市麻生

区市民提案

型協働事業

審査委員会 

麻生区の課題の解決に資す

る事業を提案する団体と当

該区が協働して実施する事

業の選定及び評価に関して

調査審議すること。 

５人

以内 

⑴ 学識経験者 

⑵ 関係団体の

役職員 

⑶ 市職員 

２年 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

川崎市区民会議条例を廃止するため、この条例を制定するものである。 


